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2013 年 9 月 13 日 

国際会計基準審議会 御中 

米国財務会計基準審議会 御中 

 

改訂公開草案「リース」に対するコメント 

 

我々は、リース・プロジェクトにおける国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準

審議会（FASB）の長年にわたる努力に敬意を表するとともに、両審議会が、広範な企業にとっ

て重要であるリースの財務報告について、2010 年の公開草案（以下、2010 年公開草案）に続

き、改訂公開草案「リース」（以下、「本改訂公開草案」という。）の公表により、再度広く

関係者のコメントを求める決定を行ったことを歓迎する。 

 

全般的なコメント 

1. 我々は、現行基準を見直し、リースに関する財務情報を改善するという両審議会の本プロ

ジェクトの目的を引き続き支持する。しかしながら、我々は本改訂公開草案の提案内容の

まま最終基準化することについては、以下の理由から同意しない。 

(a) 借手の会計処理：すべてのリースに対して使用権モデルを適用し関連する資産及び負

債を認識すべきかどうかについては、コスト便益の観点から懸念がある。したがって、

今後の再審議において、このようなコスト便益の観点からの追加的な検討が必要であ

る（パラグラフ 20 からパラグラフ 21 参照）。 

(b) 貸手の会計処理：貸手のリースの分類においては、貸手の残存資産のリスク便益への

関与度が考慮されるべきである（パラグラフ 28 からパラグラフ 35 参照）。 

(c) リースの識別：リース構成部分とサービス構成部分を含む契約において、一部又は全

部の観察可能な価格が入手できない場合（第 23 項(b)又は(c)）に、借手が常に一体

としてリースとして取り扱うことは適切ではない（パラグラフ 8 からパラグラフ 9参

照）。 

2. 我々は、本改訂公開草案における提案内容について考察を行うとともに、財務報告におけ

るリースの重要性に鑑み、本改訂公開草案の提案内容が我が国の会計実務へ与える影響を

理解し、我が国の視点から改善を求めるべき点を早期に把握するために、独自に日本国内

の関係者から本改訂公開草案に関する意見募集を行い、市場関係者から意見を受け取った。

したがって、このコメント・レターでは、我が国における市場関係者の幅広い意見を記載

している。なお、文中、市場関係者からの意見を直接紹介する部分についてはイタリック
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体で記載している。 

3. 前項に記述した意見募集に対する回答において、多くの財務諸表作成者は、日本における

オペレーティング・リースのすべてを本改訂公開草案の要求に基づき資産・負債として認

識することにより得られる便益は、生じる適用コストを上回らないと主張し、提案に反対

している1。また、当該作成者は、そのようなコストを緩和する観点から、本プロジェクト

について次のような追加的な取扱いの検討も求めている（パラグラフ 25 の次の市場関係

者の意見を参照）。 

(a) 国際財務報告基準（IFRS）で定義している重要性（IAS 第 1 号及び IAS 第 8 号）より

も具体的な重要性の数値規準を明記すること。 

(b) 程度に関して要求されている要件（例えば、第 29 項における insignificant）につい

て数値規準を明記すること。 

 

各質問に対するコメント 

本改訂公開草案に提示されている質問に対する我々のコメントは次のとおりである。 

 

範囲 

質問 1：リースの識別 

本改訂公開草案は、リースを「資産（原資産）を使用する権利を一定期間にわたり対

価と交換に移転する契約」と定義している。企業は、ある契約がリースを含んでいる

のかどうかを、次のことを評価することにより判定することになる。 

(a)  当該契約の履行が特定された資産の使用に依存するかどうか 

(b) 当該契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換

に移転するかどうか 

契約は、顧客が特定された資産の使用を指図する能力及びその使用から得られる便益

を受け取る能力を有している場合には、資産の使用を支配する権利を移転する。 

リースの定義及び契約がリースを含んでいるのかどうかを企業が判定する方法に関す

る第 6 項から第 19 項の要求事項案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の

場合、リースをどのように定義するのか。リースの定義案の適用が困難であるか又は

取引の経済的実質を反映しないという結論に至ると考える具体的な事実関係があれ

ば、示していただきたい。 

                                                        
1 日本のリース事業協会の最近の調査によれば、東証一部に上場する約 1,700 社の企業に関して、財務諸表に注記

されているオペレーティング・リースに係る未経過リース料の合計は約 17 兆円（約 USD170billion）であり、これ

は総資産合計に対して約 1％に相当する。  
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 (1).リースの定義、並びに契約がリースを含むかどうかの判定 

4. 我々は、リースの定義の内容、並びに、契約がリースを含むかどうかの判定においては借

手が特定の資産を支配しているかどうかに基づくという考え方に、以下の点を除き、同意

する。 

5. BC105 項(f)は、第 18 項及び第 19 項に関して、資産が契約における他の提供物なしには顧

客にとって何の価値も用途もない場合には、顧客は当該資産の使用から便益を得ることが

できないと記述している。我々は、このような記述の考え方は、収益認識プロジェクトに

おける提案と整合的であり、当該記述を最終基準の本文に記述することが関係者の理解を

深めるために有用と考えている。 

6. 第 19 項は、顧客が資産の使用から便益を得ることができない場合を記述している。しか

しながら、我々は、顧客が資産の使用から便益を得ることができない場合は、第 19 項に

必ずしも限定されないと考えている。したがって、顧客が資産の使用から便益を得ること

ができない場合は、第 19 項の場合を含むが、これに限られないと記述すべきである。 

 (2). 契約の構成部分の区分 

（貸手） 

7. 提案されているリースモデルを前提とすれば、現行基準と比較して、リース構成部分と非

リース構成部分の収益認識の手法は異なる場合がより多く生じることから、両者の区分を

行うことの必要性は高い。我々は、第 22 項において参照している IFRS 第 X 号〔案〕「顧

客との契約から生じる収益」の取扱いと整合的に 2つの構成部分の区分を行うという提案

内容の方向性に同意する。 

（借手） 

8. リースが含まれている契約において、その構成部分の一部又は全部の観察可能な価格がな

い場合に、第 23 項(b)(ⅱ)や(c)のような提案内容に基づき、常に当該構成部分を合算し

て単一のリース構成部分として会計処理することに、次の点で同意しない。 

(1) 顧客（借手）の立場からは、契約の中のリース構成部分とサービス構成部分の観察可

能な価格を入手することは困難な場合がある。第 23 項(b)(ⅱ)や(c)の要求事項は、

サービス構成部分がリース構成部分に対して相当程度小さい場合においては、両者の

構成部分を区分せず、契約全体をリースとして会計処理することはコスト便益の観点

から正当化されるかもしれない。 

(2) しかし、それ以外の場合においては、資産及び負債の定義を満たさないサービス構成

部分について、借手において使用権資産及びリース負債が認識されることにつながる

ことについて、我々は懸念している。このような場合については、少なくとも、契約
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においてリース構成部分とサービス構成部分のいずれが主要な構成部分であるかに

ついての考慮が必要と考えられる 

9. 以上から、契約のうちの全部または一部の構成部分に観察可能な価額が存在しない場合に

ついては、それらを全体としてリースとして処理するのではなく、主要な構成部分がリー

スとサービスのいずれなのかを考慮して、全体としてリース又はサービスとして会計処理

すべきである。主要な構成部分は、借手（顧客）が契約から得られる権利のうち重要な部

分として、通常は契約全体の対価の過半を占める構成部分と考えられる。我々は、契約の

構成部分について観察可能な価格を得られない場合であっても、主要な構成部分を客観的

に識別することは、実務上可能であると考えている。 

 

市場関係者からの意見 

 我々は、財務諸表利用者から、契約がリースを含んでいるのかどうかを企業

が判定する方法について、第 7 項から第 19 項の要求事項及び設例では、実務

上の判断が困難な特定の業界の取引についての言及がされていないことから、

実務上は十分でない可能性があるとの意見を受けた。 

 我々は、財務諸表作成者から、次のような懸念を示す意見を受けた。 

(a) 使用により便益を得る能力に関する第 19 項の記述は、取引の経済性

を適切に反映するために必要な経済的視点が不十分である。例えば、第

19 項(a)に関して、仮に、原資産の使用から便益を受けるために必要な

追加的なサービスが他の供給者により別個に販売されているとしても、

顧客が実際に当該他の供給者から別個にサービスの提供を受けることに

ついては、技術的にも経済的にも障害が高い場合がある。 

(b) 提案内容では、顧客にとって実質的な差異のない取引で、一方はサ

ービス、もう一方はリースとして分類される結果とされ、財務諸表の比

較可能性を損なう結果となる点が懸念される。例えば、供給者（貸手）

が資産を入れ替える実質的な権利を有している場合と、そうでない場合

とで、借手が原資産の使用をするという点からは、実質的な差異がある

とは考えられない。 

(c) 提案内容では、リースが含まれている契約において、借手は、その

構成部分の一部又は全部の観察可能な価格がない場合に、構成部分を合

算し単一のリース構成部分として会計処理することが示されている。サ

ービス部分がリース部分に対して小さくない場合において、サービス部

分について、借手において使用権資産及びリース負債が認識されるのは
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適切ではない。このような場合は全体としてリースとして処理するので

はなく、主要な構成部分がリースとサービスのいずれかなのかを考慮し

て、全体としてリース又はサービスとして会計処理すべきである。 

 我々は、監査人から、次の意見を受けた。 

(a) 契約がリースを含んでいるのかどうかを企業が判定する方法に関す

る第 7項から第 19 項の要求事項及び関連する設例は、多様なリースの

実務に対して首尾一貫して適用されることを担保するほど明確かつ十

分ではなく、記載内容の見直しを行う必要がある。例えば、設例 2 及

び設例 4 は、第 11 項及び第 19 項(b)の要求事項を首尾一貫して適用す

るためには十分な設例ではないと考える。 

(b) 第 20 項から第 24 項の要求事項案及び関連する設例は、契約のリー

ス構成部分と非リース構成部分との区分への適用の局面において、多

様な判断がなされる可能性がある。そのため、判断の客観性を担保す

るための設例の追加又は改善を提案する。例えば、設例 1 及び設例 3

における非リース構成部分に関する言及は、第 20 項から第 24 項の要

求事項を首尾一貫して適用するためには十分な記述ではないと考える。 

 

リースの分類 

質問 2：借手の会計処理 

リースから生じる費用及びキャッシュ・フローの認識、測定及び表示は、借手が原資産

に組み込まれた経済的便益の重大でないとはいえない部分を消費すると見込まれるか

どうかに応じて、異なるリースについては異なるものとすることに同意するか。賛成又

は反対の理由は何か。反対の場合、どのような代替的なアプローチを提案するか、その

理由は何か。 

 

質問 3：貸手の会計処理 

貸手が、借手が原資産に組み込まれた経済的便益の重大でないとはいえない部分を消費

すると見込まれるかどうかに応じて、異なるリースについては異なる会計処理アプロー

チを適用することに同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、どのような

代替的なアプローチを提案するか、その理由は何か。 
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質問 4：リースの分類 

原資産に組み込まれた経済的便益についての借手の予想される消費に関する原則を、第

28 項から第 34 項に示した要求事項を用いて適用すること（原資産が不動産であるかど

うかによって異なることとなる）に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場

合、どのような代替的なアプローチを提案するか、その理由は何か。 

 

10. リースの分類（質問 2-4）に対する我々のコメントは、次のように構成されている。 

(a) 借手のリースの分類と貸手のリースの分類の対称性 

(b) 借手の会計処理（質問 2 への回答） 

(c) 貸手の会計処理（質問 3 への回答） 

(d) 原資産が不動産であるかどうかによって異なる要求事項を適用すること（質問 4への

回答） 

(a).借手のリースの分類と貸手のリースの分類の対称性 

11. 我々は、これまで、多くの関係者が両者の取扱いについて、対称性が確保されることを要

求してきたことを理解している。 

12. しかしながら、我々は、借手の分類と貸手の分類は、以下の理由により、必ずしも対称的

である必要はないと考えている。 

(1) リースの分類は、貸手にとっては主として収益認識の方法に関する問題である一方、

借手にとっては主としてリース開始後の費用配分の方法に関する問題であり、必ずし

も同一の問題ではない。 

(2) パラグラフ 29 に記述のとおり、リース取引について、借手の関与は原資産のうち、

使用権資産部分に限定されるのに対し、貸手の関与は移転された使用権資産部分に加

えて残存資産にも及ぶという点で、両者の経済的ポジションは異なる。 

13. 以下では、両者の対称性を確保することを考慮しないとした場合の、借手の会計処理と貸

手の会計処理について議論している。 

 (b).借手の会計処理 

（借手のリースのオンバランス） 

14. パラグラフ 9 に記述したとおり、我々は、契約のうちの全部又は一部の構成部分に観察可

能な価格が存在せず、かつ、当該契約の主要な構成部分がリースでない場合には、借手は

契約全体をサービスとして処理すべきと考えている。以下では、このような契約を除くす
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べてのリースについて、借手はこれに関連する資産及び負債を認識すべきかどうかについ

て記述している。 

15. 本改訂公開草案は、貸手が原資産を借手の使用のために引き渡した（又は利用可能とした）

時点で貸手が当該資産の使用権を借手に移転する義務を履行しているという点で、リース

は典型的なサービス契約とは異なる性質をもち、借手は使用権を支配するとともに、当該

使用権に対する支払を行う無条件の義務を有すると説明している（BC21 項）。 

16. この点について、現行の概念フレームワーク(paragraph 4.46）は、次のように記述して

いる。 

「実務上、相互に同程度に未履行の状態にある契約に基づく債務（例えば、注文したが未

だ受領していない棚卸資産に関する負債）は、一般に、財務諸表において負債として認識

されない。しかし、このような債務は、負債の定義を満たす可能性があり、特定の状況に

おいて認識規準が満たされるならば、認識されることとなる。このような状況において、

負債の認識は、必然的に関連する資産又は費用の認識を伴うことになる。」 

17. また、本改訂公開草案では、リースについて、使用権モデルを用いることによって、現行

の IAS 第 17 号とは異なり、原資産そのものの支配ではなく、原資産の使用を支配する権

利（すなわち、原資産に内在する権利の一部）に焦点が当てられている。 

18. 我々の理解は、このような使用権モデルの考え方においては、リース契約は、リース開始

日において原資産に関する使用を支配する権利が移転したことにより、相互に同程度に未

履行の状態にあるとはいえなくなることから、関連する資産（使用権資産）及び負債（リ

ース負債）が認識されることになるというものである。 

19. このような使用権モデルは、現行の IAS 第 17 号に対して指摘されている問題のいくつか

を解決する潜在力を持っているであろう。しかしながら、我々は、提案内容に対して以下

の懸念をもっており、短期リースを除くすべてのリースに対して使用権モデルを適用する

かどうかについては、追加的な検討が必要と考えている。 

(a) 実務上、リースを含む契約には多かれ少なかれサービスが付加されており、しばしば

リース構成部分とサービス構成部分を区分することが困難な場合がある（質問 1に対

する市場関係者の意見を参照）。提案されているリースの識別に関する要求事項にお

いて、常に使用権モデルを適用した場合、サービス構成部分についても資産及び負債

が認識される可能性がある(パラグラフ 9参照)。 

(b) 現行の IAS 第 17 号におけるオペレーティング・リースは、借手にとって原資産の購

入に近い性質をもつものと、ごく短期のリース期間のものまで、非常に多様である。

使用権モデルでは、リース期間が短いリースを含めて、資産の使用の支配の移転を捉

えることになるが、このようなリースの一部についてはコスト便益の観点から、短期
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リースの規定が設けられていると我々は理解している。ただし、そのような短期リー

ス以外のすべてに対して使用権モデルを適用することについては、リース期間が原資

産の耐用年数に比して相当程度短い場合については、得られる便益が生じるコストを

上回るのかどうか必ずしも明らかではない。 

20. また、典型的なサービス契約においては、解約不能期間がある場合には、顧客はサービス

開始時に将来の経済的便益が企業に流入することが期待される資源を有していると考え

られる。このようなサービス契約について、関連する資産及び負債を認識すべきかどうか

については、進行中の概念フレームワーク・プロジェクトにおいて別途検討されることに

なることを、我々は理解している。 

21. 以上から、我々は、本リース・プロジェクトにおいては、最終化に至る今後の再審議にお

いて、使用権モデルを適用すべき取引の範囲について、パラグラフ 19 に記述した懸念に

対応するように、追加的な検討が必要と考えている。 

（借手のリースを 2 つのタイプに分類すること） 

22. 我々は、借手について費用認識パターンの異なる 2つのタイプのリースを設けるという提

案内容に同意する。これまで多くの関係者から指摘されている通り、リース契約の経済的

実質は多様であり、このような経済的実質を踏まえた異なる会計処理を設けるという考え

方は支持できる。 

（2つのタイプのリースの分類） 

23. 本改訂公開草案で提案されている 2 つのタイプのリースの分類の手法は、リース期間中の

原資産の価値の減価とその対価としてのリース料に含まれている要素の関係を考慮して

いるという点で、このような考え方は正当化しうると考えられる。 

（借手のタイプ Bの使用権資産の事後測定） 

24. タイプ B の使用権資産の事後測定の提案内容は、2010 年公開草案での提案が借手の純損益

に与える影響に関して提起された懸念への対応の結果（BC185 項）であると説明している。

しかしながら、このような事後測定の結果として生じる使用権資産の償却（第 61 項(e)）

がリース期間を通じて後加重（back-loaded）となることは、有形資産の償却の取扱い（IAS

第 16 号の第 62 項）又は無形資産の償却の取扱い（IAS 第 38 号の第 97 項）と整合的な結

果とならない。 

25. 我々は、このように毎期のリースのコスト（定額ベースで認識される）とリース負債に係

る割引の毎期の巻戻しとの差額を基礎として償却が行われるタイプBの使用権資産につい

て、その事後測定が、通常の有形資産や無形資産の取扱いとの関係でどのように正当化さ

れるのか、また、減損規定を適用するにあたってタイプ A の使用権資産と同様に IAS 第 36

号（第 51 項）を適用すべきかどうかについては、追加的な議論及び説明が必要と考えて
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いる。 

 

市場関係者からの意見 

 我々は、多くの財務諸表利用者から、借手のリースが使用権モデルにより原

則として全てオンバランス化されることについて、ROA 等の計算に際してオ

ペレーティング・リースを調整する必要がなくなり、リースを利用している

企業と利用していない企業の間の比較可能性が格段に高まることから、強く

支持する意見を受けている。 

 我々は、多くの財務諸表作成者から、借手の会計処理に関する提案内容のう

ち、次のような点について強く反対する意見を受けている（詳細については

付録を参照）。 

(a) 本プロジェクトとの目的の一つは、オンバランス処理を逃れるため

の重要なストラクチャリングの機会を減らすことにある。しかしながら、

現行基準においてオペレーティング・リースとしてオフバランスされて

いる設備リースをすべてオンバランスとすることによって、財務諸表作

成者に生じるコスト負担は、明らかに財務諸表利用者に対するベネフィ

ットを上回るものである。 

(b) 本プロジェクトにおいて、借手がすべてのリースを資産及び負債と

して認識することについてコスト便益の観点からの分析が十分に行われ

たのか、疑問がある。 

(c) リース基準は多くの企業に影響を及ぼすものであり、適用コストを

緩和する観点からは次のような追加的な取扱いが必要である。 

(1) 国際財務報告基準（IFRS）で定義している重要性（IAS 第 1 号及び

IAS 第 8 号）より具体的な重要性の数値規準を明記すること。 

(2) 要求されている程度に関する要件（例えば、第 29 項における

insignificant や、第 30項における major 及び substantially all）

について数値規準を明記すること。 

(d) 不動産以外のリースについては、原資産の購入に近いものから、サ

ービス取引に近いものまで様々であり、その大部分が、タイプ A となる

ことは、このようなリースの多様性を財務諸表に反映する結果とならな

い。 
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(e) 大部分の不動産の賃貸借は、原資産の購入取引の代替手段とは考え

られない。不動産の賃貸借については、現行のファイナンス・リースに

該当する場合を除き、本改訂公開草案の適用範囲外とすべきである。 

(f) タイプ B の使用権資産の償却費が、リース期間にわたり逓増するこ

とについて、本改訂公開草案では、他の非金融資産の減価償却方法と異

なる理由が説明されていない。 

(g) タイプ B における不動産の使用権資産に、IAS 第 36 号の減損の規定

を適用することを支持しない。 

(h) 関連する資産と負債を認識すべきリース取引については、現行の IAS

第 17 号におけるファイナンス・リースをタイプ Aのリースに、また、現

行の IAS 第 17 号におけるオペレーティング・リースをタイプ Bに分類す

べきである。 

(i) 企業の事業活動上、中心的でない資産については、本改訂公開草案

で提案されている要求事項を適用する必要性はなく、賃貸借処理とすべ

きである。 

 (c).貸手の会計処理 

（2つのリース） 

26. 我々は、貸手について収益認識パターンの異なる 2つのタイプのリースを持つという提案

内容に同意する。 

27. これまで多くの関係者から指摘されてきたとおり、リース取引の経済的実質は多様（原資

産の売却に近いものから、サービスの提供に近いものまで）である。このような経済的実

質に基づき異なる収益認識のパターン（すなわち、リース開始時の認識又はリース期間に

わたる認識）のリースを区別することは、個々のリース取引の経済性をより適切に描写す

ることになると考えられる。 

（2つのリースの分類） 

28. 我々は、借手による原資産の消費の程度に応じて貸手のリースを分類するという提案内容

について、貸手による残存資産のリスク便益への関与度が考慮されていないという点から、

同意しない。 

29. 貸手は、借手に使用権資産を移転した後も、残存資産を保持している。この点から貸手の

経済的ポジションは、リース期間及びリース終了後のいずれにおいても残存資産について

の関与がない借手とは異なる。 

30. 貸手は、使用権部分については借手へリスクを移転しているとしても、残存資産について
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引き続きその将来キャッシュ・フローの変動リスク（すなわち、価格のボラティリティ）

にさらされている。残存資産に係る将来キャッシュ・フローは、通常、再度リースするこ

と、自己使用すること、あるいは売却することにより獲得されることになる。我々は、リ

ースの分類にあたっては、このようなリスクを考慮することが必要であると考えている。 

31. また、収益認識プロジェクトにおいては、履行義務の充足の判断にあたって、顧客が資産

の所有に伴う重要なリスクと経済的便益を有しているかどうかが、指標 の一つとされて

いる。我々は、貸手がリース開始時に収益認識するかどうか（すなわち、貸手の 2つのリ

ースをどのように分類するか）を決定するにあたり、同様の考え方が含まれるべきと考え

ている。 

32. 以上から、我々は、提案内容においては、貸手が残存資産に関する相当程度の価格のボラ

ティリティにさらされている場合にも、貸手がリース開始時に一時点の収益を認識する結

果となることを懸念している。貸手が、リース開始時において、そのような残存資産に関

する価格のボラティリティ・リスクを負っている場合、リース開始時に認識された収益は、

原資産が返還された時に認識される可能性のある損失等により取り戻される可能性がよ

り高くなるであろう。 

（可能性のある代替案 A） 

33. 我々は、貸手にとって 2 つのタイプのリースを分類する原則は、貸手が保持し続ける残存

資産に関する価格のボラティリティが低いかどうかという原則に基づくべき、と考えてい

る。具体的には次のような指標のいずれかに該当するリースは、本改訂公開草案における

タイプ A として判断されるものと考えている。 

(a) 貸手が原資産に関するほとんどすべてのリスクと便益を借手へ移転したリース。この

ようなリースでは、借手に移転した使用権部分の対価として原資産の多くの部分が回

収されることから、残存資産の価格のボラティリティは相対的に小さくなると考えら

れる。 

(b) 流動性のある外部マーケットにおける過去の中古価格の趨勢等により、リース終了時

における残存資産の価値のばらつきが相当程度低いことが客観的に明らかであるリ

ース。このようなリースでは、原資産に対して残存資産の割合が相当程度あるとして

も、そのような価格趨勢データの存在等により、残存資産の価格のボラティリティは

限定されると考えられる。 

（可能性のある代替案 B） 

34. しかしながら、我々は、代替案 A に記述している indicator のうち、(b)について、外部

マーケットの存在等から残存資産の価格のボラティリティが限定されることを客観的に

明らかにすることは、多くの場合、実務上の観点から困難であるかもしれないことに着目

報告事項(1) 

財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律により禁じられています。



   

 

12 

している。また、我々は、リース取引のうち、(b)に該当する可能性のあるリースの

population は、(a)に該当する可能性のあるリースと比較して、相対的に小さいと考えて

いる。 

35. したがって、代替案の根底にある考え方をより実行可能なものにするという観点からは、

(a)のみに焦点をあて、原資産と比較して、残存資産に係るリスク便益が、相当程度低い

リースを本改訂公開草案におけるタイプ A として取り扱うことも考えられる。このような

代替案 B は、結果的に、現行基準におけるファイナンス・リースとオペレーティング・リ

ースの分類と同様の閾値を提供することになるであろう。 

 

市場関係者からの意見 

 我々は、多くの財務諸表作成者から、貸手の会計処理に関する提案内容に対

して、次の理由から同意しない意見を受けている。 

(a) 本改訂公開草案の提案内容では、貸手が保持している原資産に対す

る便益やリスクが考慮されておらず、貸手にとってのリース取引の経済

的実態が適切に反映されない結果となり、現行の IAS 第 17 号からの改善

とならない。 

(b) リース開始日に、原資産の公正価値（第 73 項から第 75 項）を常に

測定することは、実務上困難である。 

(c) 原資産の公正価値が帳簿価額よりも高い場合、常にリース開始日に

利益を計上すること（第 73 項及び第 74 項）は、合理的ではない。なぜ

ならば、リース開始時点で利益を計上する場合、貸手に原資産が返還さ

れたときに損失が発生する可能性がより高くなるからである。 

(d) 貸手の会計処理について、現行の IAS 第 17 号は十分に適切に機能し

ていると考えられる。したがって、当該取扱いを維持すべきである。 

 

 (d). 原資産が不動産であるかどうかによって異なる要求事項を適用すること 

36. 上記のとおり、我々は、貸手の分類については、借手による原資産の消費の程度によって

2 つのタイプのリースを分類するという提案内容の原則に同意していない。以下では、提

案されている分類の原則を前提とした場合に、不動産と不動産以外のリースに分けて要求

事項を設ける点についてコメントしている。 

37. 不動産については、通常はリース期間にその消費が生じないであろう土地の要素が含まれ

ているという点で、その他の資産とは経済的性質が異なる。したがって、このような不動
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産の経済的性質に着目して、その他の資産とは別個の要求事項を設けるという提案内容の

方向性に同意する。 

38. しかしながら、我々は、土地と建物の両方の要素を含む不動産のリースの中でも、その価

値の大部分の割合を建物部分と土地部分のいずれかが占めるリースについては、提案され

ている要求事項について次のような懸念を持っている。このような懸念に対応する追加的

取扱いを設けることは、原資産の消費の程度をより適切に表す情報を提供するという観点

からは正当化されるかもしれない。 

（建物部分の価値の割合が全体の大部分を占める不動産リースについて） 

39. 仮に建物部分の価値の割合が全体の大部分を占める場合には、建物部分についてリース期

間において消費される部分は、不動産全体の消費の程度を考慮する上で無視できないと考

えられる。このような不動産リースについてまで、多くの場合にタイプ Bのリースに分類

することは、原資産の消費の程度という基本的考え方とは異なる結果を生じさせる可能性

があると考えられる。 

（土地部分の価値の割合が全体の大部分を占める不動産リースについて） 

40. 仮に土地部分の価値の割合が全体の大部分を占める場合には、建物部分の残りの経済的耐

用年数（第 30 項(a)及び第 33 項）のほとんど全てをリースするとしても、不動産全体に

ついて借手が消費する部分は重要ではないと言える程度に小さい可能性があると考えら

れる。このような不動産リースについてまで、第 30 項(a)の要件を満たしているとして全

体としてタイプ Aのリースに分類することは、原資産（すなわち土地と建物）の消費の程

度という基本的考え方とは異なる結果を生じさせる可能性があると考えられる。 

 

市場関係者からの意見 

 分類の要求事項の提案について、財務諸表作成者の意見は分かれていた。 

(a) ある作成者は、原資産の性質（不動産と不動産以外の資産）に基づ

いてリースを分類する提案内容について、リースの経済的実態及び貸手

の事業モデルを必ずしも適切に表わさず、忠実な表現につながらないこ

とから、反対していた。 

(b) 別の作成者は、原資産の性質（不動産と不動産以外の資産）に基づ

いてリースを分類する提案内容について、同意していた。しかし彼らは、

不動産リースについて、次のような主張をしていた。 

(1) 第 30 項における「原資産の残りの経済的耐用年数」は「原資産の全

体の経済的耐用年数」に修正すべきである。なぜならば、提案内容
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では、リース期間が同じ建物の同じ年数のリースにおいて、借手及

び貸手の経済活動に差異はないのに、新築建物の場合はタイプ B に

分類されやすく、中古建物の場合はタイプ A に分類されやすくなっ

てしまうからである。同じ建物のリースがタイミングの差のみによ

り異なるタイプのリースに分類されることは不合理と考える。 

(2) 企業が不動産のサブ・リースを行っているケースにおいて、マスタ

ー・リースの貸手に対するリース料の大部分は、サブ・リースの借

手からのリース料を基礎に決定される場合がある。このような場合

に、経済的耐用年数に基づきリースの分類を行うことは適切ではな

い。したがって、現行の IAS 第 17 号の第 12 項の取扱いと同様に、

不動産のリースの分類にあたって、第 30 項の要件に加えて、その他

の特徴（例えば、変動リース料の存在）を考慮すべきである。 

(3) 不動産のリースにおいて、リース契約が第 30 項(a)と(b)のいずれか

の要件に該当する場合に、タイプ A に分類するという提案内容を支

持しない。建物と土地から構成される不動産のリースにおいて建物

が中古物件で残りの経済的耐用年数が長くない場合、そのリースは

第 30 項(a)の要件に該当する可能性が高いが、不動産全体の公正価

値に対するリース料総額の現在価値は相当程度低い場合がある。こ

の様なケースにおいて第 30 項(a)のみにより当該不動産リースがタ

イプ A に分類されることは、土地を含む不動産の性質から不動産は

一般的には原則タイプ B と分類するとの考え方にそぐわず、不適切

である。したがって、タイプ A に分類するための要件は、リース契

約が第 30 項(a)と(b)の双方を満たした場合とすべきである。 

 

測定 

質問 5：リース期間 

リース期間に関する提案（関連する要因の変化があった場合のリース期間の見直しを含

む）に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、借手及び貸手がリース期

間をどのように決定することを提案するか、その理由は何か。 

 

41. 我々は、本改訂公開草案の BC140 項において、提案内容は現行基準における合理的に確実

と類似の閾値を提供するものになると記述されていることに着目している。我々は、以下

の理由により、このような高い閾値であるという点を最終基準の本文で明確化した上で、
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このような閾値を客観的に判断するための指標として、B5 項で提案されている 4 つの要因

（契約ベース、資産ベース、企業ベース及び市場ベースの要因）を位置づけることを提案

する。 

42. リース契約における延長オプションは、借手にとってのオプション権である。当該延長オ

プションが行使されるまでは、借手はこれに関するオプション期間について、原資産を使

用する現在の権利とこれに係るリース料を支払う現在の義務は有していない。 

43. このようなオプション権を忠実に描写する観点からは、借手が、リース契約の解約不能部

分とは別個に、オプション権に係る資産を認識することが考えられる。しかし、このよう

な会計処理はリースの延長オプションが一般的な金融オプションとは異なる性質（リアル

オプション性等）をもつこと等から、少なくとも現時点においては特にその測定の面で実

務上の困難性が高い。 

44. 一方でこのような延長オプションを全く認識しないことは、オプション権があるリースと

そうでないリースの経済的実質の差異を反映しない結果となる可能性がある点が懸念さ

れる。したがって、一定の延長オプション等に係る支払リース料を借手のリース負債、並

びに貸手のリース債権に含めて会計処理するという提案内容の考え方に同意する。 

45. このような会計処理は、結果的に借手にとっては、オプション権が行使されるまでは現在

の義務ではないオプション期間に係るリース料支払の義務について、負債認識することに

つながる。この点から、借手のリース負債又は貸手のリース債権として認識されるべき延

長オプション等は、行使の可能性が相当程度に高いものとすべきである。 

46. 本改訂公開草案において提案されている重大な経済的インセンティブという考え方が、結

果的にどのような閾値を提供することになるのか、本改訂公開草案の本文からは必ずしも

明らかではない。しかしながら、仮に提案内容の意図が、BC140 項に示されているような

現行基準と同様の高い閾値を提供するということであれば、この点が最終基準の本文にお

いて明確化されることを条件に、我々は提案内容の方向性に同意する。 

 

市場関係者からの意見 

 我々は、多くの財務諸表作成者から「重大な経済的インセンティブ」につい

て、次のような意見を受けている。 

 「「重大な経済的インセンティブ」は、現行 IAS17 号の｢合理的に確実な｣

に類似する高い閾値を提供すると結論の根拠（BC140 項）に記載されて

いる。したがって、｢重大な経済的インセンティブ｣を｢合理的に確実な｣

に置き換えることで、確度の高い場合に限ってリース期間にオプション
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を含めることを明確化すべきである。 

 ある財務諸表作成者は、オプション行使日に相当程度近い時点において

オプションの見直しを行うことによって使用権資産やリース債権の帳簿

価額の修正や純損益が認識される（第 43 項及び第 78 項）ことに懸念を

示している。彼らは、このような帳簿価額の修正や純損益の認識は、作

成者に過大なコストを生じさせるとともに利用者に有用な情報を提供す

ることにつながらないと考えている。 

 別の財務諸表作成者は、B5 項(d)における「借手の営業にとっての原資

産の重要性（例えば、原資産の場所）」の記述について、懸念を示して

いる。彼らは、不動産を利用した小売業を行っている場合、原資産の場

所の要因のみが過度に重視されてリース期間が決定されることは適切で

はなく、最終基準において、B5 項に記述されているすべての要因を総合

的に考慮することを明確化すべきと主張している。 

 

質問 6：変動リース料 

変動リース料の測定に関する提案（リース料の算定に使用される指標又は率の変更があ

った場合の見直しを含む）に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反対の場合、借

手及び貸手が変動リース料をどのように会計処理することを提案するか、その理由は何

か。 

 

47. 我々は、現行の概念フレームワークに照らすと、企業の将来行動に依存する変動リース料

（例えば、借手の業績又は資産の使用に連動した変動リース料）については、借手にとっ

て負債の定義（現在の義務かどうかという点で）を満たすかどうか、明らかではないと理

解している。 

48. しかしながら、このような企業の将来行動に依存する変動リース料について借手のリース

負債または貸手のリース債権として認識することは、財務諸表利用者に対して目的適合的

な情報を提供することになるかもしれない。 

49. 我々は、また、2010 年公開草案へのコメント提出者の多くは、売上連動の変動リース料に

ついて信頼性をもって見積もることは困難であることが多いと指摘していたことに着目

している。 

50. 以上から、我々は、現時点では、指数又は率に応じて決まる変動リース料に加えて、信頼

性をもって見積もることが可能な企業の将来行動に依存する変動リース料について、借手
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及び貸手のリースに関連する資産又は負債の認識・測定に含めることを提案する。 

51. なお、現在議論されている概念フレームワーク・プロジェクトにおいては、経済的資源を

移転する最終的な必要性が企業の将来の行動に左右される場合に、現在の義務が存在して

いるのかどうか検討が行われている。我々は、変動リース料の取扱いについては、将来時

点において、このような概念フレームワーク・プロジェクトの議論の結果を踏まえ、見直

しが必要かもしれないと考えている。 

52. また、本改訂公開草案の BC153 項では、実質的な固定リース料の支払いは避けられないも

のであると記述されている。しかし、本文には、「実質的に固定」の変動リース料につい

て、その定義や説明がない。この点については、最終基準の本文において、明確化するこ

とが必要と考えられる。 

 

経過措置 

質問 7：経過措置 

C2 項から C22 項では、借手及び貸手は、リースの認識及び測定を、表示する最も古い

期間の期首において、修正遡及アプローチ又は完全遡及アプローチのいずれかを用いて

行うことになると述べている。当該提案に同意するか。賛成又は反対の理由は何か。反

対の場合、どのような経過措置を提案するか、その理由は何か。 

両審議会が検討すべき追加的な経過措置の論点はあるか。その場合、その内容及び理由

は何か。 

 

53. リースはしばしば長期間の契約であり、移行時において、貸手及び借手が、完全遡及アプ

ローチを用いるための契約に関する情報を保持していない場合がある。したがって、我々

は、移行時のコストに対する懸念を緩和する観点から、修正遡及アプローチを用いる選択

肢を設けることについて同意する。 

54. 我々は、IAS 第 17 号と同等のリース基準を適用している初度適用企業に対しても、本改訂

公開草案における経過措置（例えば、過去にファイナンス・リースに分類したリースに関

する C10 項から C12 項の取扱い）について、同様の取扱いを認めることがコスト便益の観

点から正当化される可能性があることから、この点について今後検討が行われることが必

要と考えている。 

 

市場関係者からの意見 
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 我々は、財務諸表作成者から、次の意見を受けた。 

(a) 多くの財務諸表作成者は「経過措置」に関する提案内容に同意して

いない。本改訂公開草案では、現行の IAS 第 17 号におけるオペレーティ

ング・リースの会計処理の大きな変更を提案している。したがって、新

基準を適用日以前に締結したリース契約に対しては適用しないこと、又

は、新基準を適用日以前に締結したリース契約に対して適用日以降将来

に向かって適用するという更なる実務上の便宜を提供すべきである。 

(b) 「適用時期」について、作成者にとって過重な負担とならないよう

に、実務に配慮し、十分な準備期間（最低でも 3 年程度）を設定すべき

である。 

 

開 示 

質問 8：開示 

第 58 項から第 67 項及び第 98 項から第 109 項では、借手及び貸手に対する開示要求を

示している。それらの提案には、次の事項が含まれている。割引前のリース料の満期分

析、財政状態計算書に認識された金額の調整表、リースに関する記述的開示（変動リー

ス料及びオプションに関する情報を含む）などである。これらの提案に同意するか。賛

成又は反対の理由は何か。反対の場合、どのような変更を提案するか、その理由は何か。

 

55. 我々は、本改訂公開草案の開示要求の提案に関して、概ね支持している。しかし、以下に

ついてコメントする。 

56. 本改訂公開草案の第 61 項では、借手は使用権資産と期末残高の調整表を、原資産の種類

ごとに、タイプ Aのリース、タイプ Bのリース及び再評価額で測定する使用権資産を区別

して、開示することが提案されている。また、本改訂公開草案の第 103 項及び第 104 項で

は、貸手はリース債権及び残存資産について、期首残高と期末残高の調整表を開示するこ

とが提案されている。ただし、借手の使用権資産に関する調整表については、IASB のみが

開示を要求しており、FASB は、この情報の便益で提供のコストが正当化されないとの考え

から（BC206 項参照）、同様の要求をしていない。 

57. これらの調整表に関する開示要求について、財務諸表利用者からは支持する意見が示され

る一方で、財務諸表作成者からは、提供される情報の便益対コストの観点から十分な検討

が行われたのか、懸念が示されている。我々は、このような開示要求について、便益対コ

ストの観点から正当化されるかどうか、追加的な検討と関係者への説明が必要であると考

えている。 
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市場関係者からの意見 

 我々は、財務諸表利用者から、次のような意見を受けた。 

(a) 本改訂公開草案の開示の要求事項について、有用な情報を得られる

ものとして評価している。特に次の項目について記載した観点から有用

である。 

(1) 借手のリース負債の満期分析は、流動性リスクの把握に役立つ。 

(2) 貸手のリース債権の満期分析は、将来キャッシュ・フローの予測に

役立つ。 

(3) 借手の使用権資産及びリース負債の期首残高と期末残高の調整表か

ら、使用権資産とリース負債の増減の要因を知ることができ、財政

状態計算書に計上されている金額の確実性・妥当性を評価すること

ができる。 

(b) 一方で、本改訂公開草案の開示要求の中には、財務諸表作成者に多

大なコスト負担を発生させ、実務上の対応が困難なものが含まれている

可能性がある。従って、重要性の原則の観点から、非重要な場合には開

示が省略できる項目もあると考える。 

 我々は、多くの財務諸表作成者から、次のような理由から、本改訂公開草案

の開示の要求事項に同意しないという意見を受けた。 

(a) 本プロジェクトの目的の一つは財務情報の透明性確保のためにリー

ス取引を借手のバランスシートに認識することにあることから、その結

果として開示の要求事項は現行基準より削減されるべきであり、コスト

便益の観点からの見直しが必要である。 

(b) 例えば、次の開示の要求事項については削除又は修正すべきである。 

(1) 借手のリースの内容に関する情報（第 60 項(a)）及び貸手のリース

の内容に関する情報（第 100 項(a)）については、多数のリース契約

を有する企業にとって開示のために必要な情報を収集することは非

常に困難であり、投資家にとっての有用性にも疑問がある。 

(2) 借手のリース負債の満期分析（第 67 項）については、他の有利子負

債と同様の開示要求とすべきである。また、貸手のリース債権の満

期分析（第 106 項）については、他の債権と同様の開示要求とすべ

きである。 
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(3) 以下の項目については、財務諸表作成者にとって多大なコストが生

じるが、財務諸表利用者のベネフィットは限定的である。 

 借手の使用権資産の調整表（第 61 項） 

 借手のリース負債の調整表（第 64 項） 

 貸手のリース債権の調整表（第 103 項） 

 貸手の残存資産の調整表（第 104 項） 

 

IAS 第 40 号「投資不動産」 

質問 12（IASB のみ）：IAS 第 40 号の結果的修正 

IASB は、本改訂公開草案における提案の結果としての他の IFRS の修正を提案してお

り、これには IAS 第 40 号「投資不動産」の修正が含まれる。IAS 第 40 号の修正では、

不動産のリースから生じた使用権資産は、リースされている不動産が投資不動産の定義

に該当する場合には、IAS 第 40 号の範囲に含めると提案している。これは、現行の IAS

第 40 号の範囲からの変更となる。現在は、オペレーティング・リースに基づいて保有

している不動産が投資不動産の定義に該当する場合に、投資不動産として IAS 第 40 号

の公正価値モデルを用いて会計処理することを認めているが、要求はしていない。 

使用権資産は、リースされている不動産が投資不動産の定義に該当する場合には、IAS

第 40 号の範囲に含めることに同意するか。反対の場合、どのような代替案を提案する

か、その理由は何か。 

 

市場関係者からの意見 

 我々は、財務諸表作成者から、タイプ B の使用権資産の公正価値を算定し測

定又は開示することは、当該公正価値算定について実務が確立しておらず実

務上の困難性があるとの意見を受けた。したがって、彼らは、当該公正価値

の算定・開示にはコストが多大にかかり、恣意性が介入する余地が大きいた

め、当該コストは財務諸表利用者の便益を上回ると考え、本改訂公開草案の

提案内容に同意していない。 

 

 

その他のコメント（短期リース） 

58. 本改訂公開草案においては、短期リースをリース期間の定義と整合的に定義しなかった理

由として、リースのストラクチャリングが行われる可能性について言及している（BC298
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項）。しかし、我々は、本改訂公開草案の提案においては、このようなストラクチャリン

グを防止するという観点が強調されすぎていると考えている。また、短期リースの判定に

おいて、提案内容のようにすべての延長オプションに係る期間を含める場合、延長オプシ

ョンのないリースは、通常まれと考えられるため、簡便的な取扱いの目的を達成できてい

ないと考える。 

59. 我々は、延長オプションの行使可能性を考慮することによって、個々のリースの経済性を

より反映することができると考える。このような行使可能性の反映の手法は複数ありえる

かもしれないが、リース期間における延長オプションの取扱いと同様とすることは、取扱

いの複雑性を避けることにつながると考えられる。 

＊＊＊＊＊ 

 

我々のコメントが、当プロジェクトにおける両審議会の今後の審議に貢献することを期待す

る。 

 

小賀坂 敦 

企業会計基準委員会 副委員長 

リース会計専門委員会 専門委員長 
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(付録)借手の会計処理に関する提案に対して財務諸表作成者から寄せられた主な意見 

以下は、借手の会計処理に関する提案に対して財務諸表作成者から寄せられた意見である。

我々は、借手の会計処理に関する日本の財務諸表作成者の懸念を詳細に伝えることが、両審議

会における今後の検討に有用と考えたため、添付するものである。なお、以下の意見の中には、

原則として借手のすべてのリースに対して使用権モデルを適用するという提案内容には同意

しないとしながらも、仮に使用権モデルを適用するとした場合の意見も含まれていることに留

意が必要である。 

(a) 現行基準においてオペレーティング・リースとしてオフバランスされている額が僅か

な設備リースをオンバランスとする意義は乏しい一方で、提案されている借手の会計

処理は、財務諸表作成者に対して過大な実務負担とコスト負担を生じさせるものであ

り、明らかに財務諸表利用者に対するベネフィットを上回るものである。 

(b) 本プロジェクトにおいて、借手がすべてのリースを資産及び負債として認識すること

についてコスト便益の観点からの分析が十分に行われたのか、疑問がある。 

(c) リース基準は多くの企業に影響を及ぼすものであり、適用コストを緩和する観点から

は次のような追加的な取扱いが必要である。 

(1) 国際財務報告基準（IFRS）で定義している重要性（IAS 第 1 号及び IAS 第 8 号）

よりも具体的な重要性の数値規準を明記すること。 

(2) 要求されている可能性に関する要件（例えば、第 29 項における insignificant

や、第 30 項における major 及び substantially all）について数値規準を明記

すること。 

(d) リースの分類に関する提案により、不動産以外のリースの大半がタイプ A に分類され

る結果、財政状態計算書へのオンバランスに加え、純損益及びその他の包括利益計算

書では前加重の費用処理となる。しかしながら、原資産が不動産ではないリースの中

でも、原資産の購入に近いものから、サービス取引に近いものまで様々であり、提案

内容ではこのようなリースの多様性を財務諸表に反映できない。 

(e) 借手の会計処理に関する提案では、短期リース以外は財政状態計算書へのオンバラン

スを要求している。この中には、大部分の不動産の賃貸借のように、およそ「購入取

引の代替手段」とは考えられない取引や、借手側から随時解約可能なリース取引（当

該借手がこれを解約する重大な経済的インセンティブを有していない場合）も含まれ

る。このような取引にまで使用権資産を認識することは、取引の実態に合わず、これ

までの「資産」の概念にもそぐわない。そこで、不動産賃貸は、原則的に本提案の範

囲外とし、例外的にオンバランスすべきとされた取引のみ、本提案の対象とすること

を提案する。また、解約不能期間が無いリースについても賃貸借処理とすることを提
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案する。 

(f) タイプ B における使用権資産の償却費は、経年で「逓増」し、経済的便益が消費され

ると予想されるパターンを反映しなければならないとする他の非金融資産（例えば有

形固定資産）の減価償却方法と比較して理論的に全く説明できず、不適当な会計処理

となっている。その結果として事後測定される使用権資産の簿価も会計上意味の無い

数字となる。加えて、このような会計処理をするにあたっては、実務上非常に複雑な

計算を要する。 

(g) タイプ B における不動産の使用権資産については、企業は原資産を取得することを目

的としてリースしていないという点でタイプAの使用権資産とは性質が異なることか

ら、IAS 第 36 号の減損の規定を適用すべきでない。 

(h) リースの分類については、現行 IAS 第 17 号に従って、2 つに区分する(現行 IAS 第 17

号でのリースの分類及び会計処理が、多様なリース取引の実態を適切に表しているた

め。) ことを提案する。そこで、「ファイナンス・リース」に該当すれば、本改訂公開

草案のタイプ A のリースの会計処理を行い、「オペレーティング・リース」に該当す

れば、支払リース料総額を割り引かずにオンバランスし、リース期間にわたり定額費

用処理とすることを提案する。 

(i) 企業の事業活動上中心的でない資産の場合、すなわち当該リース取引により使用する

資産の金額が、企業の事業用資産の金額に占めている重要性が乏しい場合には、本改

訂公開草案で提案されている基準の適用を求める必要性は無く、賃貸借処理とすべき

である。 
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13 September 2013 

International Accounting Standards Board  

30 Cannon Street  

London EC 4M 6XH  

United Kingdom 

  

Financial Accounting Standards Board  

401 Merritt 7  

P.O. Box 5116  

Norwalk, CT 06856 

United States of America 

 

Dear Sir or Madam, 

 

Comments on the Exposure Draft Leases  
 

We appreciate the many years of efforts in the Leases project by the International Accounting Standards 

Board (IASB) and the Financial Accounting Standards Board (FASB) (“the boards”) and their decision to 

expose the revised proposals for the financial reporting of leases, an important transaction for many entities.  

Re-exposing the Exposure Draft, Leases, (the “revised ED”) will provide a wide range of interested parties 

with another opportunity to comment on the revisions the boards have made to the Exposure Draft, Leases  

issued in August 2010 (the “2010 ED”). 

 

Overall comments 
1. We support the objective of the boards’ Leases project to improve the financial information about lease 

transactions.  However, we do not support the boards finalizing the standard as proposed for the 

following reasons: 

(a) Lessee accounting: We are concerned from a cost-benefit perspective that the right-of-use model 

would be applied (and thus assets and liabilities would be recognised) for all leases except for 

short-term leases.  Accordingly, additional consideration from a cost-benefit perspective is 

necessary in the forthcoming redeliberations (Please refer to paragraphs 19 and 21of this comment 

letter). 

(b) Lessor accounting: The extent of the risks and rewards associated with the residual asset retained 

by the lessor should be considered for the classification of leases by the lessor (Please refer to 

paragraphs 28 to 35 of this comment letter). 
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(c) Identification of leases: For contracts that contain both a lease component and a service component, 

if there are no observable prices for any of the components in the contract (paragraphs 23(b) and 

(c) of the IASB’s revised ED), it is inappropriate for the lessee to always account for such 

contracts as contracts with a single lease component (Please refer to paragraphs 8 and 9 of this 

comment letter). 

2. In addition to considering the proposals in the revised ED within the ASBJ, we solicited and received 

public comments from constituents in Japan on the revised ED, taking into account the significance of 

leases in financial reporting.  The purpose of this procedure was to better understand the impacts of the 

proposals in the revised ED on Japanese accounting practices and to identify beforehand the aspects of 

the proposal in which we need to ask for improvements from the Japanese point of view.   

Accordingly, this comment letter includes the views of a wide range of constituents in Japan.  Direct 

quotations of views from constituents in Japan are shown in italics in this comment letter. 

3. Many preparers of financial statements who have commented on the aforementioned invitation to 

comment are opposed to the proposal in the revised ED, arguing that the benefits arising from 

recognising assets and liabilities based on the revised ED for what are currently classified as operating 

leases in Japan would not outweigh the costs.1  In addition, for the purpose of relieving such costs, 

these preparers are asking to consider the following treatments in the Leases project (Please refer to 

‘Comments from constituents in Japan’ following paragraph 25 of this comment letter).   

(a) Providing more specific quantitative criteria for materiality than as defined in IFRSs (IAS 1 and 

IAS 8). 

(b) Providing specific quantitative criteria for criteria related to extent (for example, “insignificant” in 

paragraph 29 of the IASB’s revised ED). 

 

Responses to the specific questions in the revised ED 
Our responses to the specific questions in the revised ED are provided below. 

 

Scope 
Question 1: identifying a lease 

This revised Exposure Draft defines a lease as “a contract that conveys the right to use an asset (the 

underlying asset) for a period of time in exchange for consideration”. An entity would determine 

whether a contract contains a lease by assessing whether: 

                                                        
1 According to the research recently conducted by the Japan Leasing Association, for listed companies in the first section of 
the Tokyo Stock Exchange (approximately 1,700 entities), the total of remaining lease payments arising from operating leases 
disclosed in footnotes is approximately 170 billion U.S. dollars (17 trillion Japanese yen).  This amount accounts for 
approximately 1 % of the total assets of these companies. 
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(a) fulfilment of the contract depends on the use of an identified asset; and 

(b) the contract conveys the right to control the use of the identified asset for a period of time in 

exchange for consideration. 

A contract conveys the right to control the use of an asset if the customer has the ability to direct 

the use and receive the benefits from use of the identified asset. 

Do you agree with the definition of a lease and the proposed requirements in paragraphs 6–19 for 

how an entity would determine whether a contract contains a lease? Why or why not? If not, how 

would you define a lease? Please supply specific fact patterns, if any, to which you think the 

proposed definition of a lease is difficult to apply or leads to a conclusion that does not reflect the 

economics of the transaction. 

 

 (1). Definition of a lease and the determination of whether a contract contains a lease 

4. We agree, except for the following paragraphs, with the definition of a lease and the notion that the 

determination of whether a contract contains a lease should be made based on whether the lessee 

controls the use of the identified asset. 

5. Regarding paragraphs 18 and 19 of the IASB’s revised ED, paragraph BC105(f) of the IASB’s revised 

ED states that the customer is unable to derive benefits from the use of the asset when the asset has no 

value or use to the customer without the other deliverables in the contract.  We think that this 

description, which is consistent with the proposal in the Revenue Recognition project, should be 

incorporated in the main text of the final standard.  This would be useful for constituents to better 

understand the requirements. 

6. Paragraph 19 of the IASB’ s revised ED describes cases where the customer is unable to derive benefits 

from the use of the asset.  However, we think that there could be other cases where the customer is 

unable to derive benefits from the use of the asset even when the conditions in paragraph 19 of the 

IASB’s revised ED are not met.  Accordingly, we are of the view that it is necessary to explain that the 

cases where the customer is unable to derive benefits from the use of the asset include, but are not 

limited to, those described in paragraph 19 of the IASB’s revised ED. 

 (2). Separating components of a contract 

 (Lessor) 

7. Under the proposed lease model in the revised ED, there would be more cases where the methods of 

recognising revenue would be different between lease components and service components compared to 

existing standards and, accordingly, the need to allocate consideration to these components would be 
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higher.  We agree with the direction in the proposal to allocate to these components consistently with 

the requirement in IFRS X “Revenue from Contracts with Customer” as referred to in paragraph 22 of 

the IASB’s revised ED. 

(Lessee) 

8. We disagree with the proposals in paragraphs 23(b)(ii) and 23(c) of the IASB’s revised ED that, if there 

are no observable stand-alone prices for any of the components in a contract which contains a lease, the 

lessee shall combine the components and account for them as a single lease component, for the 

following reasons: 

(1) In practice, there are cases where it would be difficult for the customer (lessee) to obtain 

observable stand-alone prices for lease components and service components within a contract.  

The requirement in paragraphs 23(b)(ii) and 23(c) of the IASB’s revised ED may be justified for 

cost-benefit reasons when service components are relatively small compared to the lease 

components. 

(2) Otherwise, we are concerned that service components that do not meet the definitions of assets and 

liabilities would be recognised by the lessee as right-of-use assets and lease liabilities.  In these 

cases, we think that it is necessary to consider which component (that is, the lease component or 

the service component) is primary within the contract. 

9. Based on the above discussions, we are of the view that, in the cases mentioned in paragraph 23(b)(ii) 

or 23(c) of the IASB’s revised ED, the lessee should account for the components as a single lease 

component or a single service component based on whether the primary component in the contract is a 

lease component or a service component, rather than accounting for them as a single lease component 

in all cases.  The primary component would be the component which represents the predominant rights 

the customer (lessee) obtains from the contract, normally the component which accounts for the 

majority of the total consideration in the contract.  We think that it is practicable to objectively identify 

the primary component, even if there are no observable stand-alone prices for any component within a 

contract. 

       

Comments from constituents in Japan 

 We received comments from users of financial statements regarding the judgement used 

to determine whether a contract contains a lease.  These users argue that the 

requirements in paragraphs 7 to 19 of the IASB’s revised ED and the illustrative 

examples provided thereto would be insufficient in practice, because there are no 

references to transactions in specific industries.  In some cases these industry-specific 
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transactions make it difficult in practice for entities to determine whether a contract 

contains a lease. 

 We received the following concerns from preparers of financial statements. 

(a) Paragraph 19 of the IASB’s revised ED, which describes the ability to derive 

benefits from use of an asset, lacks the economic perspective required to 

appropriately reflect the economic substance of the transaction.  For example, in 

paragraph 19(a) of the ED, even if an additional service that is necessary to obtain 

the benefits from use of an underlying asset is provided separately from a different 

supplier, there could be a technical or economic barrier to receive that service 

separately from the other supplier. 

(b) There is a concern that two separate transactions, which are indifferent in 

substance from the customer’s perspective, could be classified differently (that is, as 

a service or as a lease) under the proposal.  This would impair comparability.  

For example, in a case where the supplier (lessor) has the substantive right to 

substitute the underlying asset and a case where the supplier does not have such 

substantive right, these two cases are indifferent because in both cases the lessee 

has the ability to use the underlying asset for a period of time. 

(c) Under the proposal, if there are no observable prices for any of the 

components in a contract which contains a lease, the lessee would combine the 

components and account for them as a single lease component.  If service 

components are not insignificant compared to lease components, it would be 

inappropriate for the lessee to recognise a right-of-use asset and a lease liability 

for the service components.  In such a case, the lessee should account for the 

components as a single lease component or a service component considering 

whether the primary component is a lease or service rather than always accounting 

for them as a single lease component. 

 We received the following comments from auditors. 

(a) The requirements in paragraphs 7 to 19 of the IASB’s revised ED and the 

illustrative examples provided thereto regarding the judgement used to determine 

whether a contract contains a lease are unclear and insufficient to assure 

consistent application to a variety of lease transactions.    For example, 

Examples 2 and 4 in the illustrative examples are insufficient to apply 

requirements in paragraphs 11 and 19(b) consistently.  These requirements and 
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examples need to be improved. 

(b) The requirements in paragraphs 20 to 24 of the IASB’s revised ED and 

illustrative examples provided thereto may result in inconsistent application when 

entities apply these requirements and examples to separate lease components and 

non-lease components.  For example, example 1 and example 3 in the illustrative 

examples are insufficient to apply requirements in paragraphs 20 to 24 

consistently.  Additional examples or improvemens to existing examples are 

needed to ensure objective judgement. 

 

The accounting model 
Question 2: lessee accounting 

Do you agree that the recognition, measurement and presentation of expenses and cash flows arising 

from a lease should differ for different leases, depending on whether the lessee is expected to 

consume more than an insignificant portion of the economic benefits embedded in the underlying 

asset? Why or why not? If not, what alternative approach would you propose and why? 

 

Question 3: lessor accounting 

Do you agree that a lessor should apply a different accounting approach to different leases, 

depending on whether the lessee is expected to consume more than an insignificant portion of the 

economic benefits embedded in the underlying asset? Why or why not? If not, what alternative 

approach would you propose and why? 

 

Question 4: classification of leases 

Do you agree that the principle on the lessee’s expected consumption of the economic benefits 

embedded in the underlying asset should be applied using the requirements set out in paragraphs 

28–34, which differ depending on whether the underlying asset is property? Why or why not? If not, 

what alternative approach would you propose and why? 

 

10. Our comments to Questions 2 to 4 of the revised ED are structured as follows: 

(a) Symmetry between lessee accounting and lessor accounting 
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(b) Lessee accounting (responses to Question 2) 

(c) Lessor accounting (responses to Question 3) 

(d) Lease classification (responses to Question 4) 

 (a) Symmetry between lessee accounting and lessor accounting 

11. Our understanding is that many constituents have asked for symmetrical treatment between lessee 

accounting and lessor accounting. 

12. However, we think that, conceptually, lessee accounting and lessor accounting do not necessarily need 

to be symmetrical for the following reasons: 

(1) The classification of leases is a matter of cost allocation for the lessee, whereas the classification 

of leases is a matter of revenue recognition for the lessor.  Cost allocation and revenue 

recognition have different objectives and, therefore, they do not necessarily need to be 

symmetrical. 

(2) As described later in paragraph 29 of this comment letter, economic positions of the lessee and the 

lessor are different in that the lessor’s involvement extends to the residual asset as well as the 

right-of-use asset transferred, whereas the lessee’s involvement is limited to the right-of-use asset. 

13. In the following paragraphs, we will discuss lessee accounting and lessor accounting separately based 

on the assumption that symmetrical treatment for lessees and lessors is unnecessary. 

 (b) Lessee accounting 

 (On-balance treatment of leases) 

14. As mentioned earlier in paragraph 9 of our comment letter, we think that, if there is no observable price 

for any component within the contract and the lease components are not the primary components of the 

contract, the lessee should account for the contract entirely as a single service component.  The  

following paragraphs discuss whether a lessee should recognise associated assets and liabilities for all 

leases, excluding these types of contracts. 

15. Paragraph BC21 of the IASB’s revised ED states: 

When the lessor delivers (or makes available) the underlying asset for use by the 

lessee, the lessor has fulfilled its obligation to transfer the right to use that asset to the 

lessee—the lessee now controls that right of use.  Consequently, the lessee has an 

unconditional obligation to pay for that right of use. 

16. On this point, paragraph 4.46 of the IASB’s Conceptual Framework states: 
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In practice, obligations under contracts that are equally proportionately unperformed 

(for example, liabilities for inventory ordered but not yet received) are generally not 

recognised as liabilities in the financial statements.  However, such obligations may 

meet the definition of liabilities and, provided the recognition criteria are met in the 

particular circumstances, may qualify for recognition. In such circumstances, 

recognition of liabilities entails recognition of related assets or expenses. 

17. The revised ED focuses on the rights to control the use of the underlying asset (that is, a portion of the 

rights inherent in the underlying asset) by using the right-of-use model, whereas IAS 17 focuses on the 

control of the underlying asset as a whole. 

18. Our understanding is that, under this right-of-use model, a lease contract is no longer an executory 

contract at the commencement date, when the right to control the use of the underlying asset is 

transferred.  This would result in recognising the associated asset (a right-of-use asset) and liability (a 

lease liability). 

19. This right-of-use model has the potential to resolve some of the problems with IAS 17.  However, we 

have the following concerns about the proposal and think that whether the right-of-use model should be 

applied to all leases except for short-term leases should be considered further. 

(a) In general, service components are more or less added to a contract which contains a lease.  In 

some cases, it would be operationally difficult to discern lease components from service 

components (Please refer to the “comments from constituents in Japan” which follows paragraph 9 

of this comment letter).  Therefore, if the right-to-use model were to be applied to all leases, there 

may be cases where an asset and a liability would be recognised for such service components 

(Please refer to paragraph 8 of this comment letter). 

(b) There are a variety of leases that qualify as operating leases in accordance with IAS 17, including 

transactions similar to purchases of the underlying asset and transactions with a relatively short 

term.  The proposed right-of-use model would require the lessee to capture the transfer of control 

to use the asset, even if the lease term is relatively short.  Our understanding is that, for a portion 

of such leases, the exceptional treatment for “short-term leases” is provided in the revised ED 

based on cost-benefit considerations.  However, for leases whose lease term is relatively short 

compared to the economic useful life of the underlying asset, we think that it is unclear whether 

the benefits to users would outweigh the costs resulting from applying the right-of-use model. 

20. In addition, for typical service contracts with a non-cancellable period, it can be said that the customer 

would have a resource whose future economic benefits are expected to flow to the entity at the 

commencement of the service.  Our understanding is that the IASB will discuss whether an asset and a 

liability should be recognised for such service contracts in its ongoing Conceptual Framework project. 
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21. Based on the above discussions, we think that, at least in the forthcoming redeliberations in the Leases 

project, additional consideration is necessary about the scope of transactions to which the right-of-use 

model is applied for the purpose of responding to the concerns mentioned in paragraph 19 of our 

comment letter. 

 (Classifying leases into two types) 

22. For lessees, we agree with prescribing two types of leases with different expense recognition patterns.  

As pointed out by many constituents, economic substances of leases vary widely, and we support the 

notion that such economic substance should be reflected in the accounting for lessees. 

 (Classification of leases)  

23. We are of the view that the classification of leases proposed in the revised ED could be justified 

because this proposal considers the relationship between the expected decline in the value of the 

underlying asset over the lease term and the lease payments compensating for such decline in the value. 

 (Subsequent measurement of the right-of use asset for Type B leases) 

24. Paragraph BC185 of the IASB’s revised ED states that, for the subsequent measurement of right-of-use 

assets for Type B leases, the proposed approach is the result of responding to concerns raised about the 

effects of the proposals in the 2010 ED on the lessee’s profit or loss.  However, the resulting 

depreciation of the right-of-use asset would be back-loaded over the lease term, which would result in 

inconsistent treatment with that for tangible assets (paragraph 62 of IAS 16) or that treatment for 

intangible assets (paragraph 97 of IAS 38). 

25. Under Type B leases, the lessee would determine the amortisation of right-of-use assets in each period 

as the difference between the periodic lease cost, which is recognised on a straight-line basis, and the 

periodic unwinding of the discount on the lease liability.  We think that, it would be necessary to 

further discuss and explain the following regarding the subsequent measurement of right-of-use assets: 

(a) How the proposed subsequent measurement can be justified compared to the treatment of 

general tangible and intangible assets. 

(b) Whether IAS36 should be applied for impairment of right-of-use assets similar to Type A 

leases. 

 

Comments from constituents in Japan  

 From many users of financial statements, we received opinions strongly supporting the 

on-balance sheet treatment for lessees based on the right-of-use model for most if not all 

leases.  They support the proposal because they will not need to adjust operating leases 
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to compute, among other things, ROA and comparability will be improved dramatically 

between entities that use leases and entities that do not. 

 We received the following strong objections regarding the proposed lessee accounting 

from many preparers of financial statements (please refer to the Appendix of this 

comment letter for details). 

(a) One of the objectives of the Leases project is to reduce the opportunities to 

structure transactions in order to achieve off-balance sheet treatment.  However, 

costs incurred by preparers in connection with on-balance sheet treatment for all 

equipment leases, which are currently not recognised, clearly outweigh the benefits 

to users of financial statements. 

(b) As to the requirement for lessees to recognise assets and liabilities for all 

leases, it is doubtful that sufficient cost-benefit analysis has been undertaken in the 

Leases project. 

(c) The following additional treatments would be needed to relieve implementation 

costs, because the lease standard will affect a broad range of entities. 

(1) More specific quantitative criteria for materiality than as defined in IFRS (IAS 

1 and IAS 8) should be provided. 

(2) A specific quantitative criteria for criteria related to extent (for example, 

“insignificant” in paragraph 29 of the IASB’s revised ED and “major” and 

“substantially all” in paragraph 30 of IASB’s the revised ED) should be 

provided. 

(d) There are a variety of non-property leases, including transactions similar to 

purchases of underlying assets and transactions similar to receiving a service.  As 

such, the proposal, which would classify most of these leases into Type A leases, 

does not reflect the variety of leases. 

(e) Most property leases cannot be viewed as an alternative to purchase the 

underlying assets.  Accordingly, most property leases, except for leases that are 

currently classified as financial leases under IAS 17, should be scoped out of the 

revised ED. 

(f) Amortization of right-of-use assets under Type B leases is back-loaded over the 

lease term, but there is no reasonable explanation provided in the revised ED as to 

why the amortization method for Type B leases is different from the 
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depreciation/amortization methods for other non-financial assets. 

(g) The requirements for impairment in IAS 36 should not be applied to 

right-of-use assets of Type B property leases. 

(h) For lease transactions in which an entity should recognise an asset and a 

liability under the proposal, finance leases under IAS 17 should be classified as 

Type A leases and an operating leases under IAS 17 should be classified as Type B 

leases. 

(i) Regarding leases of non-core assets of an entity’s business, an entity should 

recognise lease payments in the profit and loss on a straight-line basis over the 

lease term rather than applying the proposed requirements. 

 (c) Lessor accounting 

 (Classifying leases into two types) 

26. For lessors, we agree with prescribing two types of leases with different revenue recognition patterns. 

27. As pointed out by many constituents, the economic substance of lease transactions vary widely ranging 

from those similar to sales of the underlying assets to those similar to providing services.  We think 

that differentiating the pattern of revenue recognition (that is, one-time recognition or over-time 

recognition) based on such economic substance would result in faithful representation of the economics 

of these transactions. 

 (Classification of leases) 

28. We disagree with the proposal that the two types of leases for lessors should be differentiated based on 

the extent of the consumption of the underlying asset by the lessee.  This is because the proposal does 

not consider the risks and rewards associated with the residual asset retained by the lessor. 

29. The lessor continues to retain the residual asset after the right-of-use asset is transferred to the lessee.  

Accordingly, the economic position of the lessor is different from that of the lessee because the risks 

and rewards for the lessee under the lease is limited to those associated with the right-of use asset. 

30. The lessor is exposed to the volatility of future cash flows arising from the residual asset (that is, the 

volatility in price) even after the right-of-use asset is transferred to the lessee.  Such future cash flows 

arsing from the residual assets are normally collected by the lessor through re-leasing the asset, using 

the asset or selling the asset.  We are of the view that, for classifying leases by the lessor, such 

volatility in the residual asset should be considered. 

31. In the Revenue Recognition project, it was proposed that the notion of a transfer of the risks and 

rewards of ownership of the asset be included as an indicator for determining the satisfaction of 
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performance obligations.  Accordingly, we think that a similar notion should be incorporated for 

determining whether the lessor should initially recognise revenue (or how the lessor should classify the 

two types of leases) for its lease transactions. 

32. Based on the above discussion, we are concerned that the lessor recognises one-time revenue at the 

commencement date even when the lessor is exposed to a certain level of volatility in the residual asset.  

This is because, in such cases, revenue recognised at the commencement date is likely to be reversed 

subsequently as a result of possible future losses when the underlying asset is returned. 

 (Our proposed Alternative A) 

33. We are of the view that the two different types of leases for lessors should be distinguished based on the 

extent of the volatility of the value of the residual asset retained by the lessor.  On this point, when 

either of the following indicators is met, the lease should be classified to Type A under the proposal in 

the revised ED. 

(a) Leases for which the lessor has transferred substantially all risks and rewards associated with the 

underlying asset to the lessee.  For such leases, the volatility in the value of the residual asset is 

relatively small because the lessor should have collected most of the value of the underlying asset 

as consideration for the right-of-use asset transferred to the lessee. 

(b) Leases for which the historical trends in the prices for the used assets in a liquid external market 

indicate that it is evident that the volatility of the value of the residual asset at the end of lease 

would be relatively small.  For such leases, even when the residual asset is not so small compared 

to the underlying asset, the volatility of the value of the residual asset would be limited to a certain 

extent because of the existence of the historical trend data. 

 (Our proposed Alternative B) 

34. However, we note that, in terms of indicator (b) in our proposed Alternative A in the previous 

paragraph, in many cases it would be operationally challenging for the entity to demonstrate that the 

volatility of the value of the residual asset is small using sufficient data.  In addition, we think that the 

population of leases for which indicator (b) is met would be relatively small when compared with the 

population of leases for which indicator (a) is met. 

35. Accordingly, our proposed Alternative B would focus only on indicator (a) in paragraph 33 of this 

comment letter from the viewpoint of operationalizing the notion underlying Alternative A.  Under 

Alternative B, leases for which the lessor transfers substantially all risks and rewards associated with 

the underlying asset to the lessee is classified as Type A leases.  In this regard, the distiction between 

the two types of leases for lessors under Alternative B would be somewhat similar to the distinction 

between finance leases and operating leases under IAS 17. 
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Comments from constituents in Japan 

 We received the following opposing opinions from many preparers of financial 

statements regarding the proposed lessor accounting. 

(a) The risks and rewards associated with the underlying assets retained by 

lessors are ignored in the proposed lessor accounting.  Accordingly, the proposal 

does not reflect the economic substance of the lessor’s lease transactions and thus 

does not improve IAS 17. 

(b) It is difficult in practice for the lessor to always measure the fair value of the 

underlying asset (paragraphs 73 to 75 of the IASB’s revised ED). 

(c) In cases where the fair value of the underlying asset is greater than its 

carrying amount, recognising profit at lease commencement date in all cases 

(paragraphs 73 and 74 of the IASB’s revised ED) is not reasonable.  This is 

because the likelihood of incurring a loss when the underlying asset is returned 

would increase if profit is recognised at the lease commencement date. 

(d) IAS 17 is considered to have worked well for lessors and, therefore, the lessor 

accounting treatment in IAS 17 should be retained. 

   

 (d) Lease classification 

36. As mentioned in paragraphs 28 to 35 of this comment letter, we disagree with the proposed notion that 

the two types of leases for lessors should be distinguished based on the extent of consumption of the 

underlying asset by the lessee.  However, the following comments are related to property and 

non-property leases based on the two types of leases proposed in the revised ED. 

37. Property is economically different from other assets in that it contains a land element for which the 

lessor does not normally consume over the lease period.  Accordingly, we agree with the direction of 

the proposal that, by focusing on the economic substances of property, different requirements are 

provided for leases of property and leases of other (non-property) assets. 

38. However, we are concerned with applying the proposed requirements to property leases with both land 

and building components, when most of the value comes from either the land element or the building 

element.  Addressing this concern may be justified from the viewpoint of providing information that 

better represents the extent of consumption of the underlying asset. 
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 (Property leases where most of the value comes from the building element)   

39. When most of the value comes from the building element, the portion of the building consumed by the 

lessee over the lease term may be critical for determining the extent of the consumption of the entire 

property.  Classifying most of these types of leases as Type B leases would result in a different 

outcome from applying the general principle for classifying leases in the revised ED (that is, the extent 

of consumption of the underlying asset). 

 (Property leases where most of the value comes from the land element)   

40. When most of the value comes from the land element and the lease term is for the most of the 

remaining economic life of the building (paragraphs 30(a) and 33 of the IASB’s revised ED), the 

portion of the building consumed by the lessee over the lease term may be not critical when considering 

the extent of consumption of the entire property (that is, the land and building combined).  Classifying 

all of these types of leases as Type A leases merely because the criterion described in paragraph 30(a) of 

the IASB’s revised ED is met, would result in a different outcome from applying the general principle 

for classifying leases in the revised ED (that is, the extent of consumption of the underlying asset). 

  

Comments from constituents in Japan 

 The views of preparers of financial statements were split regarding the proposal 

regarding the classification of leases. 

(a) Some preparers are opposed to the proposed classification of leases based on 

the nature of the underlying assets (that is, property or non-property), because it 

would not reflect the economic substance of leases and the lessors’ business model 

and thus would not achieve faithful representation. 

(b) Other preparers agree with the proposed classification of leases based on the 

nature of the underlying assets.  However, they expressed the following views 

regarding property leases. 

(1) The term “remaining economic life” in paragraph 30 of the IASB’s revised ED 

should be modified to “total economic life”, because the requirement proposed 

in paragraph 30 of the IASB’s revised ED may result in different classifications 

for leases for the same building, which have the same lease term.  For 

example, when the building is new it is likely to be classified as a Type B lease 

and  when the building is old it is likely to be classified as a Type A lease.  It 

is inappropriate for leases of the same building to be classified differently 

merely because of the difference in the commencement dates. 
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(2) When an entity sub-leases property, there could be cases where the lease 

payments paid to the master-lease’s lessor are determined based on lease 

payments received from the sub-lease’s lessee.  In such cases, it would be 

inappropriate to classify leases based on the economic life of the property 

itself.  Accordingly, for the classification of property leases, consideration of 

other characteristics (for example, the. existence of variable lease payments) 

should be added as criteria, which is similar to paragraph 12 of IAS 17. 

(3) Under the proposal, a property lease is classified as a Type A lease if the either 

paragraph 30(a) or paragraph 30(b) of the IASB’s revised ED is met.  If a 

property comprises a used building and land and the remaining economic life 

of the building is relatively short, such lease is likely to meet paragraph 30(a) 

of the IASB’s revised ED but the present value of the lease payments may be 

considerably smaller than the fair value of the whole property.  It is 

inappropriate that such property lease be classified as a Type A lease merely 

because paragraph 30(a) of the IASB’s revised ED is met because it  would 

be inconsistent with the notion proposed in the revised ED that property, 

including land, should generally be classified as Type B leases based on its 

nature.  Accordingly, the criteria for classifying property leases as Type A 

leases should require that both paragraph 30(a) and paragraph 30(b) need to 

be met. 

 

Measurement 
Question 5: lease term 

Do you agree with the proposals on lease term, including the reassessment of the lease term if there 

is a change in relevant factors? Why or why not? If not, how do you propose that a lessee and a 

lessor should determine the lease term and why? 

 

41. We note that paragraph BC140 of the IASB’s revised ED states that applying the concept of ‘significant 

economic incentive’ would provide a threshold that is similar to the concepts of ‘reasonably assured’ or 

‘reasonably certain’ in existing US GAAP and IFRS.  We are of the view that the main text of the final 

standard should clarify that the proposed threshold is as high as ‘reasonably assured’ or ‘reasonably 

certain’ in existing standards and describe that all factors mentioned in paragraph B5 of the IASB’s 
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revised ED (that is, contract-based, asset-based, market-based and entity-based factors) should be used 

as indicators for objectively determining whether the threshold is met. 

42. An option to extend the lease gives rise to a right for the lessee.  Until the lessee exercises the option, 

the lessee does not have a present right to use the underlying asset nor a present obligation to make 

lease payments for the optional period. 

43. One possible method for the lessee to faithfully represent the economics of this option may be to 

recognise an asset for the option as a separate component of the lease.  However, this method would 

be operationally challenging, at least as of today, in particular in terms of measurement.  This is 

because an option to extend the lease differs from general financial options in that an option to extend 

the lease may contain the characteristics of a real option. 

44. On the other hand, we are concerned about not recognising any options to extend the lease because it 

would not reflect the difference between leases with and without options.  Accordingly, we agree with 

the notion in the proposal that lease payments related to certain options to extend the lease term should 

be accounted for as lease liabilities of the lessee and lease receivables of the lessor. 

45. This accounting would lead to recognising lease payments related to the option to extend the lease term 

as a liability even though the obligation to pay such lease payments would not be a present obligation 

until the option is exercised.  Accordingly, the option to extend the lease should be recognised as a 

lease liability or a lease receivable only when the probability to exercise the option is sufficiently high. 

46. It is not necessarily clear from the main text of the revised ED as to how high the proposed threshold 

would be using the notion of “significant economic incentive” in the proposal.  However, if the 

intention of the proposal is, as described in paragraph BC140 of the IASB’s revised ED, to provide a 

similar threshold as high as that required in existing US GAAP and IFRS, we would agree with the 

direction of the proposal on the condition that the main text of the final standard clarifies this point. 

 

Comments from constituents in Japan 

 We received from many preparers of financial statements the following views with 

regard to “significant economic incentive.” 

 Paragraph BC140 of the IASB’s revised ED states that “significant economic 

incentive” would provide a threshold that is similar to “reasonably certain” in IAS 

17.  Therefore, the wording “reasonably certain” as described in IAS 17 should be 

maintained instead of providing “significant economic incentive” to clarify that an 

option period is included in the lease term only when the likelihood of the option 
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being exercised is high. 

 Some preparers of financial statements are concerned that an entity would need to 

reassess significant economic incentive to exercise an option at a time close to the 

end of the option period, remeasure right-of-use assets and lease liabilities and 

recognise profits or losses (paragraphs 43 and 78 of the IASB’s revised ED).  

These preparers think that the remeasurement and the recognition of profits/losses 

cause undue costs to preparers and would not provide useful information to users. 

 Other preparers of financial statements are concerned about paragraph B5(d) of 

the IASB’s revised ED which states that “the importance of that underlying asset to 

the lessee’s operations, considering, for example ... the location of the underlying 

asset.”  These preparers argue that, when a lessee is engaged in a retail business 

using a leased property, it is inappropriate to determine the lease term by focusing 

only on one factor such as the underlying asset’s location.  These preparers are of 

the view that this should be further clarified so that an entity needs to consider all 

factors in paragraph B5 of the IASB’s revised ED comprehensively. 

 

Question 6: variable lease payments 

Do you agree with the proposals on the measurement of variable lease payments, including 

reassessment if there is a change in an index or a rate used to determine lease payments? Why or 

why not? If not, how do you propose that a lessee and a lessor should account for variable lease 

payments and why? 

 

47. Our understanding is that the IASB’s existing Conceptual Framework does not address whether it meets 

the definition of a liability (in terms of whether a present obligation exists) if variable lease payments 

depend on the entity’s future actions (for example, variable lease payments which are linked to lessee’s 

future performance or use of an asset). 

48. However, recognising this type of variable lease payments as lease liabilities for lessees and lease 

receivables for lessors may provide information that is relevant to users of financial statements. 

49. We note that many respondents to the 2010 ED commented that it would be challenging to reliably 

estimate variable lease payments which are linked to the lessee’ performance or usage. 

50. From the above discussions, at this point, we propose that, in addition to variable lease payments that 

depend on an index or a rate, variable lease payments that depend on the entity’s future actions should 
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be included in lessee’s liabilities and lessor’s assets when these variable lease payments can be reliably 

estimated. 

51. The IASB’s ongoing Conceptual Framework project is currently discussing whether a present 

obligation exists if the eventual need to transfer economic resources depends on the entity’s future 

actions.  We note that, for variable lease payments, revisions may be necessary in the future, as a result 

of responding to the IASB’s conclusion in the Conceptual Framework project. 

52. Further, paragraph BC153 of the IASB’s revised ED states that in-substance fixed lease payments are 

unavoidable and, thus, economically are indistinguishable from fixed lease payments.  However, such 

in-substance lease payments are not defined or explained in the main text of the revised ED.  

Accordingly, this point should be clarified in the main text of the final standard. 

 

Transition 
Question 7: transition 

Paragraphs C2–C22 state that a lessee and a lessor would recognise and measure leases at the 

beginning of the earliest period presented using either a modified retrospective approach or a full 

retrospective approach. Do you agree with those proposals? Why or why not? If not, what transition 

requirements do you propose and why? 

Are there any additional transition issues the boards should consider? If yes, what are they and why?

 

53. Lease transaction may have long durations and the lessee or lessor may not have the information to 

apply full retrospective approach at the transition date.  Accordingly, we agree with, from the 

viewpoint of relieving concerns about implementation costs, providing a choice of using the modified 

retrospective approach. 

54. For first-time adopters which have applied the lease standard equivalent to IAS 17 as their previous 

GAAP, applying the proposed transition requirements in the revised ED may be justified from a 

cost-benefit perspective (for example, paragraphs C10 to C12 of the IASB’s revised ED for leases 

previously classified as finance leases).  On this point, we think that further consideration in the 

forthcoming redeliberations is necessary. 

 

Comments from constituents in Japan 

 We received the following views from preparers of financial statements. 

報告事項(1) 

財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律により禁じられています。



   

 

19 

(a) Many preparers are opposed with the transition proposals.  The revised ED 

proposes major changes to the treatment of operating leases from IAS 17.  

Accordingly, more practical expedients, such as non-application to lease contracts 

whose date of inception was before the effective date of the new lease standard or 

the prospective transition approach where the new lease standard will apply only to 

lease contracts whose date of inception is after the effective date of the new lease 

standard, should be provided. 

(b) Regarding the effective date, preparers believe that a sufficient period (at least 

three years) for preparation should be provided from a practical standpoint so that 

it would alleviate any excessive burden on preparers. 

 

Disclosure 
Question 8: disclosure 

Paragraphs 58–67 and 98–109 set out the disclosure requirements for a lessee and a lessor. Those 

proposals include maturity analyses of undiscounted lease payments; reconciliations of amounts 

recognised in the statement of financial position; and narrative disclosures about leases (including 

information about variable lease payments and options). Do you agree with those proposals? Why or 

why not? If not, what changes do you propose and why? 

 

55. We generally support the proposed disclosure requirements in the revised ED.  However, we have the 

following comments. 

56. Paragraph 61 of the IASB’s revised ED states that the lessee should disclose a reconciliation of opening 

and closing balances of right-of-use assets by class of underlying asset separately for Type A leases, 

Type B leases and right-of-use assets measured at revalued amounts.  Paragraphs 103 and 104 of the 

IASB’s revised ED state that, for lease receivables and residual assets, the lessor should disclose a 

reconciliation of the opening and closing balances.  However, the FASB’s revised ED does not have a 

similar requirement for a reconciliation of balances of right-of-use assets because, in the FASB’s view, 

the benefits of the information would not justify the costs of providing it (paragraph BC206 of the 

IASB’s revised ED). 

57. For this requirement to disclose these reconciliations, users in Japan generally support the proposal but 

preparers in Japan have expressed concerns about whether sufficient cost-benefit analysis for disclosing 

such information has been conducted.  We are of the view that further consideration and explanation 

to constituents is necessary regarding whether the benefits of providing such disclosure would justify 
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the associated costs. 

 

Comments from constituents in Japan 

 We received the following views from users of financial statements. 

(a) Disclosure requirements in the revised ED are highly appreciated because they 

would provide useful information.  In particular, the following items are useful 

from the views described. 

(1) The lessee’s maturity analyses of lease liabilities are useful to understand 

liquidity risks. 

(2) The lessor’s maturity analyses of the lease receivables are useful to forecast 

future cash flows. 

(3) The lessee’s reconciliation of opening and closing balances of the right-of-use 

assets and the lease liabilities would provide information about the factors that 

increased and decreased the balances and users can evaluate the certainty and 

validity of the amounts provided in the statement of financial position. 

(b) On the other hand, the disclosure requirements in the revised ED may include 

requirements which cause significant costs and difficulties to preparers in practice.  

Therefore, some immaterial disclosure could be omitted from a materiality 

perspective. 

 We received from many preparers of financial statements the following objections to the 

disclosure requirements in the revised ED. 

(a) One of the objectives of the Leases project is to require lessees to recognise 

assets and liabilities on their statements of financial position.  Therefore, as a 

result of this, the volume of disclosure requirements should be reduced.  

Disclosure requirements in the revised ED should be reconsidered from a 

cost-benefit perspective. 

(b) For example, the following disclosure requirements should be deleted or 

modified. 

(1) With regard to the lessee’s information about the nature of its leases 

(paragraph 60(a) of the IASB's revised ED) and the lessor’s information about 

the nature of its leases (paragraph 100(a) of the IASB's revised ED), it is very 
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challenging for preparers who have a large number of lease contracts to 

collect this information for disclosures while there are doubts about 

substantial benefits to users. 

(2) With regard to lessee’s maturity analysis of the lease liabilities (paragraph 67 

of the IASB's revised ED), it should be similar to the disclosure requirements 

for other financial liabilities.  Furthermore, with regard to the lessor’s 

maturity analysis of lease receivables (paragraph 106 of the IASB's revised 

ED), it should be similar to the disclosure requirements for other receivables. 

(3) The following proposed disclosures would cause significant costs to preparers 

but limited benefits to users of financial statements. 

 The lessee’s reconciliation of the right-of-use assets (paragraph 61 of the 

IASB’s revised ED) 

 The lessee’s reconciliation of the lease liabilities (paragraph 64 of the 

IASB’s revised ED) 

 The lessor’s reconciliation of the lease receivables (paragraph 103 of the 

IASB’s revised ED) 

 The lessor’s reconciliation of the residual assets (paragraph 104 of the 

IASB’s revised ED) 

 

IAS 40 Investment Property 
Question 12 (IASB-only): Consequential amendments to IAS 40 

The IASB is proposing amendments to other IFRSs as a result of the proposals in this revised 

Exposure Draft, including amendments to IAS 40 Investment Property. The amendments to IAS 40 

propose that a right-of-use asset arising from a lease of property would be within the scope of IAS 

40 if the leased property meets the definition of investment property. This would represent a change 

from the current scope of IAS 40, which permits, but does not require, property held under an 

operating lease to be accounted for as investment property using the fair value model in IAS 40 if it 

meets the definition of investment property. 

Do you agree that a right-of-use asset should be within the scope of IAS 40 if the leased property 

meets the definition of investment property? If not, what alternative would you propose and why? 

 

Comments from constituents in Japan 
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 We received an objection to the proposal regarding the consequential amendment to IAS 

40 from preparers of financial statements.  They are opposed to the proposal because 

they are concerned that calculating the fair values of the right-of-use assets of Type B 

leases is operationally difficult and the methodology of the calculation is far from 

well-established in practice.  Accordingly, in their view, calculating and disclosing the 

fair values incur significant costs and allow arbitrary judgements and thus the costs 

outweigh the benefits of users. 

 

Other comments (Short-term leases) 
58. Paragraph BC298 of the revised ED states that the boards rejected the approach to defining short-tem 

leases consistently with the definition of the lease term because of concerns that leases could be 

structured to obtain short-term lease accounting.  However, we think that the proposal focuses too 

much on the viewpoint of avoiding structuring opportunities.  Furthermore, including any optional 

periods for defining short-term leases, as proposed in the revised ED, may not result in the 

simplification of the proposal.  This is because in practice it is considered to be rare for a lease 

contract not to contain any option to extend the lease term. 

59. We think that considering the probability of exercising the option to extend the lease would better 

reflect the economics of leases.  There may be more than one way to reflect this probability but 

treating the definition of short-term leases similarly to that of the lease term would result in avoiding 

complexity. 

***** 

 

We hope our comments will contribute to the forthcoming deliberations of the Leases project. 

 

Yours sincerely, 

 

 

 

Atsushi Kogasaka 

Chairman of the Lease Accounting Technical Committee 

Vice Chairman of the Accounting Standard Board of Japan 

  

報告事項(1) 

財務会計基準機構のWebサイトに掲載した情報は、著作権法及び国際著作権条約をはじめ、その他の無体財産権に関する 
法律並びに条約によって保護されています。許可なく複写・転載等を行うことはこれらの法律により禁じられています。



   

 

23 

 (Appendix) Major comments from preparers of financial statements in Japan 
regarding lessee accounting 
The following paragraphs summarize the major comments from preparers of financial statements in Japan 

regarding lessee accounting.  We attach these comments in our comment letter because we think informing 

you of the Japanese preparers’ concerns in detail would be useful for the boards’ future discussions.  Some 

of the comments are provided on the assumption that the right-of-use model is applied, even though 

preparers may not agree with applying the right-of-use model in the first place. 

(a) On-balance sheet treatment for insignificant amounts of equipment leases, which are currently not 

recognised as operating leases, is hardly meaningful, while the proposed lessee accounting would 

cause significant practical burdens and costs to preparers of financial statements.  Such costs 

clearly outweigh the benefits to users of financial statements. 

(b) As to the requirement for lessees to recognise assets and liabilities for all leases, it is doubtful that 

sufficient cost-benefit analysis has been conducted in the Leases project. 

(c) The following additional treatments are needed to relieve implementation costs because the lease 

standard would affect a broad range of entities. 

(1) A more specific quantitative materiality criteria than as defined in IFRSs (IAS 1 and IAS 8) 

should be provided. 

(2) Specific quantitative criteria should be provided for criteria related to extent (for example, 

“insignificant” in paragraph 29 of the IASB's revised ED and “major” and “substantially all” 

in paragraph 30 of the IASB's revised ED). 

(d) Under the proposal regarding classification of leases, most non-property leases would be 

classified as Type A leases.  As a result, in addition to on-balance treatment, front-loaded 

expenses would be recognised in the statement of profit or loss and other comprehensive income. 

However, there are a variety of non-property leases, which include transactions similar to 

purchases of the underlying assets and transactions similar to receiving services.  As such, the 

proposal, which would classify most leases as Type A leases, does not reflect this variety of leases. 

(e) The proposal for lessee accounting requires on-balance treatment for all leases except for 

short-term leases.  Such leases include (a) lease transactions, which are clear not an “alternative 

way to purchase the assets” and (b) lease transactions, which can be cancelled anytime by the 

lessee (but the lessee does not have a significant economic incentive to cancel the option).  

Recognising right-of-use assets for these types of lease transactions does not reflect the economic 

substance of these transactions and such treatments are inconsistent with the notions of tangible 

assets and intangible assets.  Accordingly, most property leases should be scoped out of the 
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revised ED and only certain exceptional transactions should be in the scope of the lease standard 

with on-balance treatment.  In addition, for lease transactions that can be cancelled anytime by 

the lessee, the lessee should recognise lease payments in profit and loss on a straight-line basis 

over the lease term. 

(f) Amortization of the right-of-use assets for Type B leases is back-loaded over the lease term.  

Comparing it to the amortization/depreciation method used for other non-financial assets (such as 

property, plant and equipment), which shall reflect the pattern in which the asset’s future economic 

benefits are expected to be consumed, there is no theoretical justification to the amortization 

method under Type B and thus it would be inappropriate accounting.  As a result of the 

amortization, the carrying amount of the right-of-use asset would have no meaning.  In addition, 

this accounting would require very complicated calculation in practice. 

(g) The requirements for impairment in IAS 36 should not be applied to right-of-use assets of Type B 

property leases because the right-of-use assets of Type B property leases have a different nature 

from those of Type A leases in that the entity’s purpose of entering into Type B property leases is 

not to acquire the underlying asset. 

(h) Regarding classification of leases, leases should be classified based on the IAS 17 (because the 

lease classification and accounting treatment in IAS 17 reflect economic substances of the variety 

of lease transactions properly).  A lease transaction currently classified as finance leases should 

be classified as Type A leases under the revised ED.  With regard to lease transactions currently 

classified as operating leases, an entity should recognise lease payment liabilities on an 

undiscounted and recognise lease expenses on a straight-line basis over the lease term. 

(i) In cases where the leased assets are non-core assets in an entity’s business (that is, the amounts of 

the leased assets compared to the amount of the entity’s total business assets is immaterial), the 

entity should recognise lease payments in profit and loss on a straight-line basis over the lease 

term rather than applying the proposed requirements. 
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